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日本財政学会第40回 大会

重 森 暁

日本財政学会第40回 大会は,1983年10月22日

・23日に ,杜 の都仙台の東北大学で行なわれ

た。実 り多い大会であったと思う。大学構内や

青葉通 りなど仙台の街の緑は深 く,蔵 王に早い

積雪の知 らせ,作 並温泉の全山紅葉,松 島の海

の寒風など,陸 奥の秋冷の急なことには驚かさ

れた。だが,な によりも,大 会を準備された吉

田震太郎先生をは じめ とする東北大学の方々,

仙台 ・東北の人々の人情厚いもてなしにあっ

て,終 始心豊かに過ごすことができたのは幸い

であった。

以下,大 会のなかで印象に残ったことを二,

三書き記 して報告にかえることに したい。私が

参加できた範囲での,き わめて主観的なものに

なることはお許 し願いたい。

1

第1日 の午前中には,B分 科会(日 本財政関

係)に 参加 した。ここでは,千 葉 稔 ・石 田隆

造 ・佐藤和義各氏による報告がおこなわれた。

この うち,千 葉氏の報告は 「公料金原則 の検

討」であったが,後 二者の報告はいずれも戦前

日本の地方財政にかんす るものである。石田氏

は 「1935年における日本の補助金」をと りあ

げ,佐 藤氏は 「地方分与税の意義」について論

じた。

ここで私が痛感したことは,地 方財政史の方

法の困難なこと,未 だ確立の域に遠いとい うこ

とであった。石田氏は1935年 とい う特定の年度

をとりあげてわが国の補助金の全体像を詳細に

分析 したが,こ れにたいしてはその前後の時期

との関連は如何 とい う質問が出された。佐藤氏

は地方分与税のわが国地方財政に与えた影響を

克明に検討し,戦 時国家独占資本主義にふさわ

しい地方財政調整制度としての地方分与税の意

義を解明しようとした。これにたいしては,戦

時国家独占資本主i義の財政制度を解明す るに

は,た んに地方分与税制度だけでなく,た とえ

ぽこの時期に重要な役割を果 し始めた財政投融

資の研究が欠かせないのではないか という指摘

がなされた。このように,地 方財政史における

時期と対象の設定のむずかしさが,は からずも

両報告にたいする討論を通 じて明らかにされた

のである。

われわれは何のために地方財政史を研究する

のであろ うか。その方法的視坐についての明確

な設定がなけれぽ,た えず時期や対象について

の不十分 さが指摘 されることになるであろう。

地方財政史研究においてわれわれに求められる

ことは 「現代」への強烈な問題意識である。現

代への視角の希薄な歴史研究は悪しき実証主義

に堕す る以外にはない。

H

第40回 大会の共通論題の一つは政府間財政関

係の国際比較 であった。 これにかん しては,

林 健久(ア メリカ),石 弘光(カ ナダ),

大浦一郎(オ ース トラリア),伊 藤弘文(西 ド

イツ),横 尾邦夫(イ タリア),山 崎栄一(フ

ランス)6氏 の報告が行なわれた。いずれも各

国の制度的実態 と問題点を伝えて,興 味深 く有

意義であった。ただ,国 際比較 とはいえ,各 国

の制度紹介に多 くが費 されて,そ こから一歩踏

み こんだ分析に乏 しいとい う感は否めなかっ
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た。 これは報告者の責任 というよりは,聴 衆た

る日本財政学会員全体の水準の問題 とい うべ き

であろうが。

この共通論題にかんして討論者の野勢哲也氏

は根本的かつ重要 な問題を提起 した。その一つ

は,集 権化といい分権化とい うぽあい,そ の指

標が必ずしも明確でないとい うことである。そ

れは,① 歳入構造にかかわ ることなのか,

② 歳出構造が問題なのか,③ 行政権限の配

分が重要なのか,④ 課税自主権が決定的なの

か,⑤ あるいは もっと広 く地方自治や住民参

加の実際が考慮されるべきなのか。これらの諸

指標について報告者のあいだでの一致は必ずし

も見 られなかった。財政学の立場から集権化や

分権化にかんする明確な概念規定がおこなわれ

るべきである。もっともその概念規定自体,複

雑な各国の実態解明を通 じて深化されるもので

はあろ うがQ

もう一つは,地 方財政国際比較の意義は何か

とい うことである。それは,諸 外国の考察によ

って,わ が国に適用可能な教訓をひきだす こと

にあるのだろうか。しかし,そ のぼあい,国 家

形態 と歴史的条件の異なる外国の事例を,た だ

ちにわが国に適用す ることが妥当かどうかとい

う疑問がす ぐに生 じて くる。たとえぽ,オ ース

トラリアでは,連 邦交付金委員会や各州交付金

委員会 という第三者機関によって,交 付金の配

分におけ る公平が保障 されていると報告 され

た。だが,そ のような第三者機関をわが国にお

いて設置することについては会場での意見は分

かれた。 というのも,わ ずか6州 からなるオー

ス トラリアではこの制度が有効だとしても,47

都道府県を擁す るわが国においてこのような制

度が設けられるならぽ,地 方間の意見調整に手

間取 りかえって混乱が生 じるのではないかとい

うのである。(だ が,わ が国においても,シ ャ

ウプ税制勧告によって設けられた 「地方財政委

員会」のような組織があったことを忘れてはな

るまい)。外国の教訓の導入 といっても,そ れ
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を正 しく生かすためには,わ が国における地方

財政の歴史 と実態についての深い洞察がなけれ

ぽならない。石 弘光氏は,「 国際比較の意義

は類型化にある」と言った。たしかに,素 朴単

純な教訓適用の以前に,客 観的な分析にもとつ

く類型化の作業 といったものが必要であろ う。

だが,類 型化それ自体が究極の目標た りうるわ

けではなく,そ こに現代資本主義における地方

財政の一般的法則を発見 し,そ の普遍性と個別

性と特殊性を解明し,さ らに諸国の内的な相互

連関を明らかにすることこそ,わ れわれの方法

的視坐でなけれぽなるまい。

皿

もう一つの共通論題は,「 現代資本主義の財

政政策」であった。これにかんしては,町 田俊

彦(西 ドイツ),二 宮厚美(日 本_危 機管理

論を中心に),宮 本憲一(ア メリカ)の3氏 に

よる報告が行なわれた。

なかで も,宮 本憲一 氏の次の よ うな指摘は注

目を惹 いた。

「現 代財政 の危機(ス トレス)は,単 な る

一時的現象ではな く
,素 材面(生 産力とそれ

をとりまく自然 ・社会環境)の 変化に資本主

義体制が対応することが困難 とな り,そ れが

財政危機(ス トレス)を 生み,国 家観の変化

をみちびいているのではないか」。

このように氏は,産 業構造の変化にたいする

税収構造のズレ,経 済の国際化にたいする財政

の国際化の立 ち遅れ,大 都市衰退への財政的対

応の失敗などを挙げながら,今 日の先進資本主

義諸国は国家独占資本主義を超えるなんらかの

新 しいシステムに移行しつつあるのではないか

とい う,大 胆な仮説を提起 した。その際,福 祉

国家を前提 としつつ移行を遂げようとしている

スエーデン・西 ドイツなどと,福 祉国家を放棄

しようとしているイギ リス ・合衆国 ・日本など

との2類 型がみられると。エネルギー構造や技

術構造などの根本的転換をベースとして,今 や
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構造的転換を遂げつつある現代資本主義の全面

的解明がまたれるところである。

また,二 宮厚美氏 は,経 済危機,国 際関係危

機,財 政危機 とい う トリレンマの なか で登場 し

て くる危機管理財政 にか ん して鋭 い分析 を くわ

え,そ れがた んなる歳 出削減 に とどま らず,財

政危機 を抑制 しつつ,他 方で危機管理か ら生 ま

れ る財政需要の膨張 にこたえ てい くこ とに,そ

の本質が あると指摘 した。その際,ポ ス ト・ケ

イ ンジア ン論争 とかかわ って,ネ オ ・リベラ リ

ズム とネオ ・コーポラテ ィズムがあ る意味で相

互補完的役割を果 してい る,と 氏が述べた こと

にた い して,若 干の質疑応答がかわ された。そ

れ は,専 らネオ ・コーポラテ ィズムとい う概念

の理解 にかかわ るこ とで あった。

最後に,印 象に残ったのは,「 納税者主権か

財政権か」をめ ぐる論議である。宮本憲一氏

は,報 告のなかで,た とえぽ合衆国におけるプ

ロポジシ ョン13の運動に示されるように,今 日

の反税闘争(taXrevolt)は 高額所得者ある

いは上級中産階級の運動であって,か って市民

革命において 「納税老主権」 とい う思想が果た

したような進歩的役割をもつ とはいえない と主

張 した。これにたい して,会 場から次のような

質問が出された。

「財政民主主義を実現するという立場から

す ると,現 代においても納税者主権の確立は

重要な課題ではないか。 とくに,わ が国のよ

うに納税者主権の思想 と制度が きわめて脆弱

なところでは,そ の積極的意義がもっと強調

されるべ きではないか」 と。

これに答えて,宮 本憲一氏は,「 今 日では,

基本的人権 という立場か ら,納 税者主権 という

よりも,非 納税者をふ くむ全ての国民の財政権

とい う概念がうちだ されるべきである。租税を

支払わない労働者 も剰余価値を生みだ している

のであるから,財 政活動に参加する権利をもつ

のである」 と主張 した。 ここで納税者主権にか

わ るものとして財政権 とい う概念が うちだ さ
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れ,そ の根拠 として2つ の事柄,す なわち,全

ての国民は基本的人権の一環 としての財政権を

有するということと,労 働者は剰余価値を生産

するがゆえに財政権をもつ ということとが言わ

れたわけである。

これは私にとってはきわめて新鮮な問題提起

であった(宮 本憲一 「国民の財政権をもとめて

一 財政法学会に期待するもの」 『法律時報』

55巻6号 所収を参照)。 納税者主権にかわるも

のとしての財政権概念には,た しかに納税者主

権概念以上の広さと深さがある。今 日,納 税者

主権 とい うぽあい,そ れはたんに租税の課税 ・

徴収のみならず,そ の配分 ・執行の局面におい

ても発揮されなけれぽならないことはい うまで

もない。さらに,そ れは,た んに狭義の租税だ

けではな く,社 会保障負担や公共料金などの公

共的負担の全体にもおよぼされなくてはならな

い。(こ の ような観点は北野弘久氏にも見 られ

る。北野弘久 『納税者の権利』岩波新書,1981

年,な どを参照)。その意昧では,納 税者主権 よ

り財政権のほ うがより包括的概念であるといえ

よう。さらに,剰 余価値を生産する労働者がそ

の果実の分配過程に参加す る権利をもつとい う

ことを,財 政権概念を媒介 として企業から国家

にまで及ぼすならぽ,そ こには財政民主主義を

こえて社会的所有実現の問題が浮かびあがって

くる。それだけ財政権概念には本質的深さがあ

る。 しかし,逆 にいえぽ,社 会的所有実現後の

財政民主主義をいかに保障す るかとい う問題が

新たに問われ ることにもなるであろ う。

いずれにせ よ,財 政民主主義論の根幹にかか

わ る問題 として,今 後十分な検討が必要であ

る。

(1983年12月30日)

(しげ もり あきら 大阪経済大学)

一95


